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安全安心マップ作成を通じた小学生親子の防災力向上と課題
――第 13 回みんなでつくる地域の安全安心マップコンテスト関連事業報告――

石田　優子＊・酒井　宏平＊＊・村中　亮夫＊＊＊

Ⅰ．はじめに

阪神・淡路大震災や東日本大震災以降、自助、共助の

重要性が認識され、地域コミュニティにおける自助、共

助による「ソフトパワー」の効果的な活用が望まれるよ

うになった �1）。そして、地域コミュニティにおける共助

による防災活動を促進し、地域防災力の向上を図るため

に、2013 年 6 月に「災害対策基本法」が改正され、「地

区防災計画制度」が創設された。この制度は、地域住民

及び事業者が各地区の特性に応じて地区居住者等によっ

て行われる防災活動を「地区防災計画」として計画する

ものである。この計画が公的な「市町村地域防災計画」

に盛り込まれることによって、市町村の防災活動（公

助）と地域コミュニティの防災活動（共助）が連携し、

地域防災力の向上を図る仕組みになっている �2）。ところ

で、このような地域の活動に参加するか否かは個人の自

由意志であり、参加の動機付けとなる 1）地域への愛着、

2）地域の人との関わり、3）防災への関心等を個々に高

める必要があると考えられる。そのための取り組みの 1

つとして「地域の防災マップづくり」があげられる。こ

のような取り組みは全国各地で実施されており、例えば

石巻市教育委員会らによる「復興・防災マップづく

り �3）」や、広島市による「わがまち防災マップ �4）」など

がある。立命館大学歴史都市防災研究所では、小学生を

対象とした「みんなでつくる地域の安全安心マップコン

テスト」を 2007 年から実施している。このコンテスト

は、地域の子どもと大人が一緒になって地域を調べ、

マップを作成する過程で地域の安全安心について関心を

持ち、保護者や地域住民が「子どもの安全安心」につい

て情報の共有を図ることを通じて、地域の防災力・防犯

力の向上を促すことを意図したものである。本稿では、

2019 年度に実施した安全安心マップコンテストの内容

を詳述し、今後の事業内容高度化の基礎資料とするとと

もに、マップ作りに協力した大人へのアンケート調査に

基づいて参加者の防災力向上と課題について考察する。

Ⅱ．事業概要

１．応募資格

本コンテストの応募資格は、小学生の個人または 5人

以内のグループとしている。第 12 回（2018 年）からは、

英語で作成したマップも募集しているが、2019 年現在、

英語作品の応募はまだない。マップを作成するための地

域の調査として行うフィールドワークには、児童の安全

確保および大人と子どもが一緒に地域の防災について考

えるきっかけづくりという本コンテストの趣旨から、20

歳以上の大人が 1名以上付き添うことを条件としている。

２．安全安心マップのテーマ

地域の安全安心な生活は、自然災害だけでなく不審者

や空き巣等の人為的被害、交通安全等、あらゆる危険か

らの回避によって担保されるため、テーマは特に定めず、

地域の安全安心に関する内容であれば一切問わないこと

とした。応募要項や応募チラシ、当研究所のウェブサイ

トには、具体的なテーマ例として、地震や洪水などの自

然災害発生時の避難経路や避難場所、通学時の交通安全、

子どもの遊び場の安全や安心、子どもや大人からみたヒ

ヤリハット等を挙げた。対象とする地域のスケールにつ

いても特に定めず、自由に範囲を設定してよいこととし

た。作品には、内容や応募者が伝えたいことが明確にな

るように、タイトルを付けることを求めた。作品のサイ

ズは、B0程度で一辺の長さを 80 ～ 146 cm とした。

３．募集期間と広報活動

募集期間は、2019年 8月 19日～ 9月 27日までとした。

児童と保護者が時間を確保しやすい夏休みにマップを作

成することを想定し、小学校の夏休みの課題としても利
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用できるように、一度小学校に提出した地図が返却され

るまでの時間や、地図を修正する時間等に配慮して応募

期間を決定した。

広報活動には、特定の団体に直接応募の案内を郵送す

る方法と、広く一般に向けてインターネット等を活用す

る方法を採用した。前者では、本コンテストの応募要項

やチラシ、ポスターを、2019 年 2 月までに全国の公立

私立小学校（京都府下 324 校（インターナショナルス

クール 2校を含む）、京都府以外 262 校）、大学等教育関

連機関（30 校）、官公庁（142 箇所）等に郵送した。後

者では、歴史都市防災研究所のほか、各協賛・後援機関

のウェブサイトにコンテストの案内を掲示した。なお、

本研究所のウェブサイトには、応募者がマップを作成す

る際の参考となるように過去の作品やマップの作成マ

ニュアル等も掲載した。また、京都市内の幼稚園、保育

所、学校、市役所、区役所・支所、図書館等で配布され

る『GoGo 土曜塾』という広報誌（京都市子ども若者は

ぐくみ局みやこ子ども土曜塾提供）に広告を出した。こ

の広報誌は 2ヶ月に 1回発行されており、無料と有料の

広告スペースがある。「京都市情報館 �5）」や「みやこ子

ども土曜塾 �6）」のウェブサイトでは GoGo 土曜塾のデジ

タルブックが公開されており、京都市以外の地域でもイ

ンターネットを通じて閲覧することができる（第 1図）。

ただし、過去のバックナンバーは公開されていないため、

閲覧できる期間は発行時期のみに限定される。2013 年

度から 2018 年度までは 7･8 月号にＡ 4紙面の 1/16 程度

の無料広告を出した。応募者にはアンケート調査への協

力を求めているが、その中に本コンテストの情報をどこ

から得たか問う設問があり、GoGo 土曜塾も選択肢の １

つとしている。近年の結果ではGoGo 土曜塾を見て応募

してきた件数は、2016 年 １ 件（有効回答数 N = 53）、

2017 年 0 件（N = 44）、2018 年 1 件（N = 56）であり、

無料の広告スペースでは大きな宣伝効果が見られなかっ

たため、2019 年度は従来の広告に加えて、5･6 月号にＡ

4紙面の1/7程度の有料広告（掲載料10万円）を出した。

その結果、2019 年は 2 件（N = 47）と微増したが、効

果の有無を議論するには初年度の取組みであることや、

5･6月号であることも含めデータが不十分である。GoGo

土曜塾の広告効果については、最も効果が高いと考えら

れる 7･8 月号に有料広告を掲載し、応募者数の推移を分

析する必要がある。

４．出張授業の実施

歴史都市防災研究所では、小学校や団体からの依頼を

受けて、マップ作成の出張授業を実施している。出張授

業の内容は、①安全安心マップ作成方法のレクチャー、

②フィールドワークでの現地における危険等の解説、③

マップ作成時の助言、④マップ発表時の講評等があり、

その中から依頼先の要望に基づいて選んだ項目を、1日

または 2日で実施している。第 5回までは地図作成の支

援事業として実施し、京都教育大学附属小学校や京都市

立洛中小学校から出張授業実施後に 21 ～ 44 件の応募を

得た。その後も概ね毎年 １団体からの要請を受けて出張

授業を実施してきたが、コンテストへの作品応募に必ず

しもつながるわけではなく、応募されても 1年限りと限

定的で、継続した応募にはつながらなかった。そこで、

出張授業の在り方について見直す必要があると考えた。

出張授業の目的を、マップコンテスト応募者へのサ

ポート事業と考えれば、授業を受けた団体からは少なく

とも当該年度もしくは次年度にマップコンテストに必ず

第 １図　京都市情報館およびみやこ子ども土曜塾の閲覧サイト 5, �6）
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応募してもらうことを必須とするのが望ましい。また出

張授業の目的を、コンテストに関わらず小学生への防災

教育普及の社会貢献事業と考えれば、マップコンテスト

への作品応募は任意でお願いすることとなる。当研究所

にとっては質の高い作品のコンテストへの応募数増加も、

防災教育の普及も、どちらも大切であり、より多くの児

童に安全安心マップ作りを通して防災力を高めてもらい

たい。そこで、小学校で継続的に安全安心マップを作成

し、コンテストに参加してもらうような仕組み作りが必

要と考えた。最も望ましいのは、小学校の授業カリキュ

ラムに安全安心マップ作成を含めた総合的な防災教育を

組み入れ、毎年継続的に実施してもらうことである。そ

のために、ある程度の授業時間を確保してマップ作成と

防災教育をセットで行う一連のパッケージを「安全安心

マップ防災教育プログラム」として開発することとした。

また、一度出張授業に行った先で、次年度からは小学校

の先生自らが児童に防災教育を施せるように、テキスト

やフィールドワーク解説ガイド等の防災教育コンテンツ

についても作成することとした。さらに、今後複数校か

ら要請があった場合に備えて、防災教育のできる小学校

教員を養成するための教員向け講習会開催の準備を開始

した。

2019 年度は、広島県福山市立神村小学校から出張授

業の依頼があった。広島県では土砂災害が多く、2018

年には平成 30 年 7 月豪雨により、近くで土砂災害やた

め池災害が発生したことから、土砂災害を中心とした防

災教育とマップ作成支援の要望があった。神村小学校で

は今年度から 6年生の 3学期の総合学習の時間を使って

防災について学び、地域の防災マップを作成し、保護者

や地域の方へ発信する計画があった。この取り組みが、

研究所で開発しようとする防災マップ教育パッケージや

コンテンツ作成に合致したため、モデル校としての防災

教育の実施や、テキストおよびガイド作成について小学

校教育の視点に立った助言等の協力をお願いした。また

2020 年度のマップコンテスト応募時期には作成者が中

学生になってしまい、今回作成した作品を応募できない

ため、次年度以降は防災教育を 1学期に実施してコンテ

ストの応募につなげていただきたい旨を伝えた。今後、

神村小学校をモデルケースに近隣の小学校の先生方に

マップ作成と防災教育講習会を実施することを想定し、

周辺小学校の先生方に参観を呼びかけていただいたとこ

ろ、広島県福山市立柳津小学校の校長先生が視察される

こととなった。2019 年 12 月 13 日、6 年生 2 クラス 71

名を対象に防災授業を実施した（写真 1）。45 分授業の

1コマで石田が土砂災害発生の仕組みや広島県で土砂災

害が多い理由等を解説し、次の 1コマで村中が地形と土

地利用について解説した。また、出張授業による学習効

果を定量的に図るため、全 23 問からなるアンケート調

査（記名式）を実施した。神村小学校の校長先生と担任

は、授業の始めと終わりに、防災授業が効果的なものと

なるよう防災授業の趣旨や学習してもらいたいこと、到

達目標、理解の確認など、的確に話や声かけを行った。

2019 年 12 月 18 日には 45 分授業 2コマを使って、村中

が前回の防災授業の振り返りを、石田が危険な箇所の説

明を、酒井がチェックポイントの解説とマップ作成の方

法を説明した。また、地域の防災リーダーが平成 30 年

7 月豪雨による地域の被害について話をした。地域の防

災リーダーから被害写真を見せてもらった児童は、自分

たちが知っている場所で発生した被害を身近に感じた様

子で話を聞いていた。その後、2018 年以前に当研究所

で出張授業に携わっていて後に異動した熊本大学の米島

准教授と、宮崎産業経営大学の谷端講師、小学校の教員

4 名を加えた 9 名で児童を引率し、45 分授業 2 コマを

使った小学校周辺のフィールドワークを実施した（写真

2）。筆者らが事前に確認して見つけた危険箇所の数と、

フィールドワークの時間および小学生の能力を考慮して、

児童には各個人で危険と思うところを少なくとも 3箇所

見つけてもらうこととした。また、地域を改めて見直し、

地域の魅力を発見することで地域への愛着を育てる目的

で、魅力的と思うところを 1箇所以上見つけてもらうこ

ととした。この「魅力的」と思う箇所には、もう １つの

目的で、自然の美しい風景を取り上げてもらいたい意図

写真 １　事前防災授業の様子
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があった。例えば滝や棚田等の美しい風景は断層崖や地

すべり地を利用したものであったり、美しい河川や山

（火山）は人間の生活に様々な恩恵をもたらす一方で洪

水や噴火による災害を引き起こす原因になったりと、自

然の営みは恩恵と災害が隣り合わせとなっている。私た

ちが住んでいる起伏に富み、様々な表情を持つ土地は、

大きな自然の活動によって作られてきたことを感じ、理

解してもらいたいという思いがあった。しかし、小学生

にはやや難しい話であることと、短い時間の中で他にも

多くの学びを課していることから、魅力的な場所は風景

に限定せず、まずは普段生活している場で、危険や魅力

に「気づく」ことを優先した。マップは 5人で構成する

班毎に 1枚作成することとし、各個人で見つけた危険な

場所や魅力的な場所の情報を共有して、話し合いながら

1つのマップを作り上げてもらう。フィールドワークは、

3班もしくは 4班を 1グループとして、グループごとに

大学教員等 1～ 2名と小学校教員 1名が付き添い、要所

で解説を行ったほか、児童が見つけた危険な箇所や魅力

的な箇所の写真を撮影した。神村小学校児童による地域

のマップ作成を通じた防災の取組みについて山陽新聞社

と中国新聞社から取材があり、翌日の中国新聞朝刊 �7）と

一週間後の山陽新聞朝刊 �8）にフィールドワークの様子が

掲載された。マスコミを通じて当研究所の活動が公表さ

れることは、地域の安全や危険を知ることの重要性を広

く一般に認知させるという点で意義がある。また、小学

生の取り組みを知ることで、大人達が地域防災に興味を

持ち、行動につながることで自助、共助を推進するきっ

かけとなることが期待される。

５．関連機関の協賛と後援

本コンテストの実施に際して、株式会社パスコ、Fレ

ンタリース株式会社、株式会社帝国書院、第一通商株式

会社、株式会社ネスト・ジャパン、NPO法人災害ボラ

ンティアステーション日本、マツモラ産業株式会社、株

式会社宝水、セコム株式会社、株式会社柴橋商会、能美

防災株式会社（順不同）からの協賛を得、各機関から入

賞者への副賞と全応募者への参加賞として防災・防犯

グッズなどの提供を受けた。また、国土地理院、コクヨ

マーケティング株式会社、京都新聞、KBS 京都、京都

市、公益財団法人京都市景観・まちづくりセンター（順

不同）から後援を得た。なお、コクヨマーケティング株

式会社からは参加賞の提供を受けた。児童にとって、協

賛、後援企業から贈られる副賞は喜びや励みになってい

ることがアンケート結果や応募校の教師との意見交換か

ら明らかになった �9）。今後も、企業や団体に協賛や後援

の形で継続して応援いただけるように、コンテストの質

を維持し、事業の社会貢献度を高めていく必要がある。

Ⅲ．コンテストの結果

１．応募数

2019 年度は、総勢 53 名の小学生が作成した 47 作品

が全国から応募された。第 7回以降、応募数は 50 点前

後で推移しており、今年もほぼ例年並みの応募数であっ

た。応募者の居住地域は、京都府をはじめ、宮城県、静

岡県、新潟県、石川県、三重県、大阪府、広島県、長崎

県の 9府県で、静岡県、新潟県、長崎県の 3県からは今

回初めて応募を得た。応募形式（個人・グループ別）で

は個人での応募が 46 点で、グループでの応募は 1点の

みと個人での応募が多かった。グループ応募では、1つ

のグループが 5つの小学校の 1～ 4年生の児童から編成

されているのが特徴的で、応募数は昨年度の 3点に続き

減少傾向となった。学年別の参加児童数は、1年生が 2

名（3.8%）、2 年 生 が 5 名（9.4%）、3 年 生 が 20 名

（37.7%）、4年生が18名（34.0%）、5年生が8名（15.1%）、

6 年生が 0 名（0.0%）であった（第 2 図）。第 3 図に示

すとおり、例年 3年生および 4年生の中学年からの応募

が多く、今年度は 8割を超えた。なお第 7回コンテスト

以降、応募数が全体の約 2割～ 7割を占める広島大学附

属小学校から、今年も 28 点の応募があった（第 1表）。

広島大学附属小学校では 1年生から 5年生までの夏休み

写真 ２　フィールドワークの様子
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の選択課題として、1）本コンテスト、2）広島県地理作

品展運営委員会主催「地図ならびに地図作品展」�10）、3）

中国新聞社、広島国際文化財団主催「みんなの新聞コン

クール」�11）の 3 つが指定されている �12）。広島大学附属小

学校では授業のカリキュラム内で防災マップ作りはして

おらず、当研究所の出張授業も受けていないが、個々の

児童の創意工夫により毎年優秀な作品が多く寄せられて

いる。

２．審査方法・結果

応募作品は、文化遺産や防災まちづくり、セーフコ

ミュニティ、地理情報などの学内外の専門家 9名により

審査された。評価の基準は、応募要項でも明示されてい

るように、①文章・図表の表現が分かりやすいか、②

マップ作成の目的・テーマがしっかり表現されているか、

③個性的な工夫やアイデアが凝らされているか、④全体

第 ２図　学年別応募者数（N = 39）

第 ３図　各年度における全応募者数に占める 3、4年生の割合

第 １表　広島大学附属小学校からの応募数推移

第 7回 第 8回 第 9回 第 10 回 第 11 回 第 12 回 第 13 回
広島大学附属小学校からの応募数 16 12 16 14 29 39 28
各回の全応募数に占める割合（%） 25.8 25.0 34.0 19.4 64.4 68.4 59.6

第 ４図　最優秀作品「おじいちゃんの家からどこに逃げればいいの？－くらべてみよう可児市と京都市－」
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のバランスは良いか、⑤十分な情報が盛り込まれている

かである。各審査委員はこれらの項目について点数をつ

け、総合的に評価の高かったものが選出された。審査の

結果、最優秀賞 1点（第 4図）、優秀賞 1点、入選 3点、

佳作 5点の入賞作品 10 点が選ばれた（第 2表）。なお、

入賞作品のうち 6作品は、国土交通省国土地理院主催の

「第 22 回全国児童生徒地図優秀作品展」へ推薦し、本コ

ンテストの最優秀賞作品が奨励賞を受賞した。

今回の応募作品の特徴として、１）何かを比較したも

の、２）時間を意識した調査、３）ユニークな視点のテー

マが挙げられる。たとえば、１）には、第 １ 表 No. 1、

No. 6、No. ７、No. 8 が挙げられる。「おじいちゃんの家

からどこに逃げればいいの？－くらべてみよう可児市と

京都市－」（No. 1）では、祖父が過去の豪雨時に避難で

きなかった経験を聞き、自分の住む地域と祖父の住む地

域を調べ、地域によって異なる災害の危険性があること

や、早めの避難の重要性を指摘している。「ボクの町の

昼夜変ぼうMAP」（No. 6）では、夜の暗さや人通りに

着目した幾つかのポイントで、昼と夜の様子を写真で撮

影し、状況変化から安全性が異なることを比較している。

「自転車に乗る子どものための交通安全MAP－子ども

の目線とドライバーの目線から－」（No. 7）では、自転

車に乗るこどもとドライバーから見える視野の違いに着

目し、駐車場の出入り口など見えにくい場所のリスクを

地図に表現している。「安全マップ－ひなんルートを歩

いてみたら－」（No. 8）では、実際に昼と夜に避難経路

を歩いてみた体験から、区役所で行ったヒアリングを参

考に家族で夜の避難について話し合った成果が記された。

２）には、第 １ 表 No. 2、No. 3 が挙げられる。「市役所

前交差点　信号守っていますか？」（No. 2）は作者が赤

信号で走ってきた車にぶつかりそうになった経験から、

人・自転車・車がそれぞれ信号を守っているかを調査し、

青信号が点滅してから渡る人や自転車（約 10%）や青

信号の矢印が消えてから右折する車（約 20%）を無く

すことで事故を減らせると考察している。「わたしの町

歩行者用信号ちょうさマップ」（No. 3）は、押しボタン

式の歩行者信号が青から点滅に変わるまでの時間が短い

と感じ、小学校を中心に通学に使われる歩行者信号の青

信号・点滅信号・赤信号の秒数を計測し、注意を要する

横断歩道を調べて地図にした。３）には、第 １表 No. 4、

No. 10 が挙げられる。「雨水どこに行くの？烏丸お池　

水たまりMAP」（No. 4）は、大雨で自宅マンションの

入り口が浸水した経験から、雨水がどこへ流れていくの

かを降雨後に調査し、地形によって水がたまりやすい場

所や、清掃不足で詰まった雨水桝などを調べ上げて地図

にした。「安心・安全宇品のいいとこサイクリングマッ

プ」（No. 10）は、学校で地域の歴史を学び、みんなに

地域の良い所を知ってほしいと考えて作った地域愛あふ

れる作品で、観光名所などの見所と合わせて、サイクリ

ングの際に気を付けるべき交差点や自転車道の有無等を

調査して地図にまとめている。

近年、応募作品の多様性が指摘されているが �13）、今年

もテーマや対象領域を限定しないことで自由な発想でそ

れぞれが考える危険と向き合った作品が集まった。様々

なアプローチによる調査やユニークなアイデアが詰まっ

た地図は、見る人々に防災情報を与えるだけでなく、防

災マップを通じた効果的な情報伝達の在り方の参考にも

なる。そのような観点からも、作品をより多くの人に見

第 ２表　「第 13 回みんなでつくる地域の安全安心マップコンテスト」受賞作品

No. 受賞名 学年 応募形式 作品のタイトル

1 最優秀賞 4 個人 おじいちゃんの家からどこに逃げればいいの？
－くらべてみよう可児市と京都市－

2 優秀賞 5 個人 市役所前交差点　信号守っていますか？
3 入選 3 個人 わたしの町歩行者用信号ちょうさマップ
4 入選 2 個人 雨水どこに行くの？烏丸お池　水たまりMAP
5 入選 5 個人 命が助かるハザードマップ
6 佳作 4 個人 ボクの町の昼夜変ぼうMAP

7 佳作 3 個人 自転車に乗る子供のための交通安全MAP
－子供の目線とドライバーの目線から－

8 佳作 3 個人 安全マップ　－ひなんルートを歩いてみたら－
9 佳作 4 個人 ぼくの防災マップ
10 佳作 3 個人 安心・安全宇品のいいとこサイクリングマップ
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てもらうことは意義があると考えられるため、個人情報

などの課題はあるが今後も積極的な公開に努めたい。

３．表彰式・作品展示

表彰式は、2019 年 10 月 26 日に立命館大学歴史都市

防災研究所カンファレンスホールで開催された。受賞者

に対して、当研究所からは表彰状が、各協賛・後援機関

の来賓からは副賞が贈呈された。また表彰式中、各作品

に対して審査委員から講評が行われ、受賞者には作品の

思いを発表する場が設けられた。式の最後には受賞者と

保護者ならびに関係者で記念撮影をし、表彰式終了後は

展示ルームの作品を自由に見学してもらった。

入賞作品と応募作品の一部は歴代受賞作品と共に、本

研究所 1 階の展示ルームにて 2019 年 10 月 21 日（月）

から 2020 年 1 月 16 日（木）の平日 9時 30 分〜 17 時ま

で展示された。また、11月16日（土）、11月17日（日）、

12 月 1 日（日）の 3 日間は 11 時 30 分～ 16 時 30 分ま

で臨時に開館し、平日に出勤や学校などで来館できない

受賞者および一般市民を対象に展示されている安全安心

マップを観覧してもらう機会を設けた。

Ⅳ．地域の安全安心マップ作成を通した 
防災力の向上と課題

１．アンケート回答者の属性

第 13 回マップコンテストでは、これまでと同様にア

ンケート調査への協力を応募代表者（保護者）に求めた。

調査票は、参加児童および保護者の属性、本コンテスト

への参加動機、地域の安全安心、マップ作成による防災

力向上の効果や意義の 4項目で構成した。回答数は 39

件であった。

「回答者の属性」（N = 39）では、性別は男性 13 名

（33.3%）、女性 26 名（66.7%）と女性が多く、「参加児童

との関係」（N = 39）は父母 38 名（97.4%）、教員 1 名

（2.6%）と父母が多かった。「参加児童や保護者のこれま

での被災経験の有無」（N = 39）については、15 件

（38.5%）が被災経験有で、具体的には阪神・淡路大震災

（1995）、新潟・福島豪雨（2004）、西日本豪雨災害

（2018）、東日本大震災（2011）、大阪北部地震（2018）、

普賢岳噴火（1991）等の自然災害と、交通事故、空き巣

等の人為的災害が挙げられた。また、「被災の体験談を

聞いたことがあるかどうか」（N = 39）については、11

件（28.2%）が被災の体験談を聞いたことがあると回答

し、内容は地震や豪雨被害、原爆であった。

２．コンテスト参加の動機と情報の入手先

「本コンテストへの参加動機」（N = 39、複数回答含

む）については、地域の安全安心に対する興味 18 件

（46.1%）、夏休みの宿題 16 件（41.0%）、夏休みの自由研

究 8件（20.5%）、防災防犯学習 8件（20.5%）、魅力的な

副賞 1件（2.6%）で、その他は 0件であった。今年も参

加動機は、防災への興味・関心が動機づけになったもの

と、学校からの課題が契機となって取り組まれたものと

に二分された。

次に、「本コンテストの情報をどこで得たか」（N = 

39、複数回答含む）については、学校の配布物 29 件

（72.5%）、当研究所のホームページ 5件（12.5%）、情報

誌「GoGo 土曜塾」2件（5.0%）、「その他」4件（保護者、

図書館、防災研究所からの案内状（注：過年度応募者に

郵送しているもの）、インターネットでコンクール一覧

より）（10.0%）であった。この結果だけ見ると「学校の

配布物」が最も多いことから、小学校へのチラシ広告や

リーフレット、ポスター等の郵送がマップコンテストの

広報として最も有効な手段と考えられる。しかし、実際

には 29 件のうち 26 件は本コンテストを夏休みの課題の

１つに指定している広島大学附属小学校からの回答であ

り、それを除くと 3件となる。研究所からは広報のため

に 750 件以上の教育機関や官公庁に 1万枚以上のチラシ

を郵送しているが、児童が校内掲示のポスターや配布チ

ラシを見て応募してくる確率は低く、実際には夏休みの

課題に本コンテストを指定するという学校側からの積極

的な後押しがなければ応募につながりにくいという実態

がみえる。そこで、今後は小学校の先生から児童に安全

安心マップ作りやコンテストの応募を勧めてもらうため

の方策についても考えていきたい。まずは小学校の先生

自身に安全安心マップ作りの良さを知ってもらうために、

マップ作成による防災教育の効果や、初めてでも取り組

みやすいマップの作成方法等の情報を提供する。また学

校の課題として安全安心マップ作成や本コンテストを取

り入れてもらう際には、出張防災授業という形で支援が

可能であることも示す。応募者数が極端に減少すると、

コンテストの質の低下や存続が懸念される。安全安心

マップ作りの参加者増加、コンテストの応募者獲得に向

けて、広告効果が期待されるインターネットサイトの充
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実を図り、閲覧数を伸ばすよう取り組む等、努力の継続

が必要である。

３．地域の安全安心への認識

「地域の安全安心マップに掲載すべき情報として重要

だと思うもの 3つ」（N = 38、第 5図）を挙げてもらっ

たところ、「交通事故」18 件（47.4%）、「死角になる場

所」17 件（44.7%）、「こども 110 番の家」17 件（44.7%）、

「通りの明るさ・人通り」12 件（31.6%）、「交番・消防

署」10 件（26.3%）、「声かけ・不審者」7件（18.4%）と、

上位に子どもの日常生活の中で人為的な被害につながる

ものが目立った。また例年通り「避難場所」17 件

（44.7%）は多かった。地震や洪水、土砂災害については

地域特性や発生の有無によって年毎に変動がみられ、今

年度は比較的少なかった。また「落書き」「不法投棄」

「火山」「大雪」「その他」はゼロ回答であった。

次に、「地域の安全の状態について」（N = 38）は、

「やや危険」が 24 件（63.2%）と最も多く、「やや安全」

8件（21.1%）、「どちらでもない」4件（10.5%）、「とて

も安全」1件（2.6%）と続き、「とても危険」は 0件と、

例年と同様の傾向がみられた。「地域の安全安心で気づ

いたこと（自由記述）」では、第 3表の意見が得られた。

No. 14、15、16では、子どもが一人になる状況での危険

性が指摘され、No. 12、18では、逆に多くの人との接触

による危険性が指摘された。総体的に、子どもの日常的

な行動の中での被害を心配する様子が多く見受けられた。

またNo. 1 や 11 では地域を見直す意見がみられた。

「安全安心に対する子どもとの認識の違い（自由記

述）」（N = 24）では、子どもの方が大人より安全安心

第 ３表　安全安心マップの作成を通じて、地域の安全安心について気づいたこと

No. 記述内容

1
安全と思っていた所が危なく感じたり、地域の方の協力などがあり整備や設置された物にも気づけた。地域の方がお願いし
てもミラーが設置できないところもあるみたいです。自動車やバイク、自転車がスピードを出して通るので再度危ない所を
確認しました。（30 歳代・女性）

2 街の約束事は掲示されているが思った以上に大人がルールを守っていない事。（40 歳代・女性）
3 まだできて数年の団地なので、自宅周辺は防犯、災害についても多少考えられているように感じた。（40 歳代・女性）
4 思っていたよりも危険個所がたくさんあったこと。（40 歳代・女性）
5 有事を想定することで、見えなかった事が実感できた。（40 歳代・女性）
6 交通量が多く、道は狭い所がおおいため、子供にとって気を付けるべきポイントが多いように感じた。（30 歳代・女性）

7 防災整備、施設とも不十分であること、家族での決め事や教育、地域ぐるみでの教育が必要であると強く感じた。（30 歳
代・男性）

8 もし何かあった時、だれに声を掛けたらいいかわからないように思いました。（30 歳代・女性）
9 思ったより子供とお年寄りに大変だなと感じました。（40 歳代・女性）
10 災害時にどの道が安全か親子で確認することができてよかった。（40 歳代・男性）
11 昔から地域で活動していることなど、改めて大事に思いました。（40 歳代・女性）
12 歩道に自転車の交通量が多く歩行者ははじっこを歩かないとあぶない。（40 歳代・女性）
13 ブロックでできた高い塀が続いている道があり危険だと思いました。（40 歳代・女性）
14 人通りが少ない場所が通学路で日が落ちると恐い。（40 歳代・男性）
15 道がせまく、人通りが少ないところが多かった。街灯がほとんどなかった。（40 歳代・女性）
16 死角が多いです。（40 歳代・女性）
17 改めて大人が注意しなければいけないところがある。（40 歳代・女性）
18 人通り、車両の通行量が多く、ちょっとしたことで事故が起きやすい。（40 歳代・男性）

�（注）記述内容は、回答者本人の記述を反映している。

第 ５図　マップに掲載すべき情報�
複数回答可（N = 38）
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を認識しているとする意見が 3件、子どもの認識不足を

指摘する意見が 13 件あった。「子どもに危険な経験がな

く、安全が当たり前になっています。」「日が暮れるとこ

んなに恐くなるんだと気づいた（子どもは知らなかっ

た）」という意見からは、子どもが経験していないこと

は口頭で伝えても認識されにくいということが分かった。

また、「津波の避難場所を子どもが理解していなかった

ことに驚いた。親は伝えたつもりでも何度も確認するこ

とが必要だと感じた」という意見からは、子どもの空間

認識力や防災への興味関心、防災力の醸成は根気強く繰

返し行う必要があることが分かった。

「地域の安全安心に関わる取り組みとして重要なもの

3つ」（N = 38、第6図）では、「地域内での情報の共有」

20 件（52.6%）が最も多く、「住民同士のあいさつ」と

「家庭での防災・防犯教育」がともに 16 件（42.1%）、

「学校での防災・防犯教育」12 件（31.6%）と続いた。

次いで、警察や住民による巡回などの地域の安全性向上、

防災グッズの携帯や訓練への参加などの防災への備えが

重要とする意見が続いた。4割以上の回答者が、地域住

民同士が情報を共有したり、挨拶をしたりすることを重

要と考えている一方で、「地域の防災訓練への参加」や

「地域内の清掃」のような地域内での活動を重要と考え

る意見は 1割程度と少なく、日常的な生活において頻度

の高い接触や、負担の少ない方法でコミュニティを強化

することが望まれているのではないかと推察した。

４．安全安心マップ作成を通して得られた効果

今年度から「安全安心マップの作成を通じて、あなた

や児童が得たこと、身についたと思うこと（複数回答

可）」の設問を設けた（N = 38、第 7 図）。回答者の主

観による定性的な判断ではあるが、「身の回りに潜む危

険に気づく」では 27 件（71.1%）が得られ、防災力の第

一歩となるリスク認知能力が概ね向上したと考えられる。

また、「自分で調べる力」20 件（52.6%）は今後の自主

的な行動につながることが期待され、「地図で表現する

力」18 件（47.4%）や「避難場所・交番・危険箇所の位

置を知る」18 件（47.4%）、「方位や距離などの空間認識

力」17 件（44.7%）はハザードマップの正確な理解や的

確な避難につながる可能性があると考える。次には「身

近な地域への愛着をもつ」14 件（36.8%）と「大人との

交流や情報共有」14 件（36.8%）の回答が続き、第一章

で述べた地域への愛着を高めることや地域の人との関わ

りを深めることに貢献できる可能性が示された。「危険

を予測し適切な予防行動をとる」12 件（31.6%）や「危

険の特徴や災害の仕組みを正しく理解」10 件（26.3%）

は、リスク認知等に比べるとポイントが低く、マップを

作成するだけでは得にくい力なのかもしれない。一般に

防災力を養う上で、「適切な予防行動」を取るためには

防災訓練への参加が、また「危険・災害についての詳し

い知識理解」には専門的な学習が有効と考えられてい

る �14, 15）。これらのスキル習得には、マップ作成に加えて、

より深い防災学習や防災行動の訓練が望まれる。

「安全安心マップ作成の意義（自由記述）」（N = 28）

については、例年と同じく、「地域の安全・防災・災害

時について考える機会」、「親子で話す・認識を共有する

機会」という意見が半数程度みられた。また「立ち入ら

ない道を歩き危険に気付くことができた」、「こども 110

番の家がたくさんあり、安心できる環境ということにも

気づいた」という普段とは違った目線で観察することで、

地域の危険と安全に改めて気づく機会にもなっていた。

「通学中は親の目が届かないので子ども自身が危険な

場所を把握しておく必要があると思います」や「自分の

住んでいる町の地理をしっかりと確認しておく必要性を

第 ６図　地域の安全安心に関わる取組み�
複数回答可（N = 38）

第 ７図　安全安心マップ作成により得られたスキル�
複数回答可（N = 38）
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あらためて感じた」という意見からは、危険回避のため

に身につけておくべきリスク認識や空間認識力が示され

た。

「行政や組織などから与えられる「安全安心」情報も

もちろん重要だが、範囲をより身近な狭い地域にしぼり、

自ら調査することでそれ以上の具体的で有用な情報と認

識を得ることができる」という意見からは、冒頭に述べ

た画一化されない、地域に応じた地区防災を計画するこ

との重要性がみてとれた。

また「何度も現地へ行って確認するので、この繰り返

しにより自分の頭に地図が入りいざという時に役立つと

思う」という意見から、実体験の積み重ねが災害時の円

滑な避難への自信につながることが伺えた。

「子どもと一緒に、通学路の危険な場所について、改

めて確認することができました。そして、これからも情

報共有していこうという意識が高まりました。」や

「マップコンテストに応募することで、地図や地名に興

味を持つようになり、また、日頃から防災について家族

で話し合うことが増えた。（マップコンテストに対する

自由意見より）」からは、家族でより一層防災に取り組

んでいこうとする意識の高まりがみられた。また、コン

テストの参加動機（自由記述）として挙げられている

「1学期に通学路マップを作ったので、肉付けしてまと

めたかった。」という意見に基づくと、マップを作成す

ることにより防災への関心や防災に資する行動を取る確

率が高められる可能性も示唆される。

関連して、本コンテストではリピーターの受賞率が高

い �16）が、子どもと親の防災スキルやマップ作成スキル

が繰り返し学習の効果により向上している可能性がある。

安全安心マップ作成には、様々な効果がみられるが、

一方で課題もある。「安全安心マップ作成上の課題（自

由記述）」（N = 21）では、「地図の書き方、作り方が分

からない」、「調査範囲を広げすぎると労力や時間がかか

る」、「子どもの地図理解や不十分な町の防災状況の理解

が難しい」ことが挙げられた。また解決しづらい問題と

して、「ご近所の防災防犯状況、家族構成、危険個所な

どどこまで表現するか」「安全安心ではないと判断した

場所・地域に移住し、利用される方への配慮が欠けてし

まうのではないか」といったプライバシーに関するもの

があった。また、「どのようにして不安を取り除き、安

心感を与えるか（地震、津波、冠水等の自然災害から避

けることが出来ないエリア）」や「街の様子は変化し、

マンションやお店などが増えたり減ったりするたびに危

険な場所も異なってくるので、今作ったマップが何年く

らい有効かわからない点」からは、状況に応じて発生す

る危険と常に向き合っていく必要性が指摘された。本コ

ンテストは大人と子どもが一緒になって地図をつくるこ

とを推奨しているが、どの程度親が関与すればいいのか

という問題がある。「親（大人）の協力が得られないと

なかなか行動にうつせない。子ども達だけではやはり危

険」、「保護者主体になりがちなので子どもが自ら考える

よう誘導していくためのフォーマットがあればより子ど

も主体でできるように感じた」という意見があった。後

者については、防災教育開発に携わる筆者らが今後向き

合うべき課題と考える。

Ⅴ．おわりに

本稿では、立命館大学歴史都市防災研究所が主催する

第 13 回「みんなでつくる地域の安全安心マップコンテ

スト」関連事業の実施内容を紹介した。また地域の防災

マップを作ることが 1）地域への愛着、2）地域の人と

の関わり、3）防災への関心を高めたり深めたりするこ

とに寄与したか、参加者親子の防災力が向上したか、ア

ンケート調査を元に考察した。その内容を以下にまとめ

る。

①�全国から 47 点、総勢 53 名の参加があり、様々な工

夫が施された多様な作品から入賞作品 10 点が選出

された。

②�アンケートの結果から、「地域の安全安心」では、

子どもを取り巻く日常的な防犯や事故等の人為災害

が重視されていること、また地域住民の結びつきが

重要と考えられていることが明らかとなった。

③�子どもは経験していないことへの理解が難しいこと

から、実体験を伴う繰り返しの防災教育が必要と考

えられた。

④�防災力向上の自己判断では、約 7割にリスク認知力

の向上がみられた。また、約半数に避難場所・危険

場所の認知や空間認識力の向上がみられ、災害時の

避難に役立つものと期待される。また 4割弱に地域

への愛着や人との交流への効果が認められた。

⑤�自由記述の意見から、マップを作成することが防災

への関心や防災行動につながっていることが確認さ

れた。
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④および⑤から、地域の防災マップづくりは 1）地域

への愛着、2）地域の人との関わり、3）防災への関心を

高めたり深めたりすることに寄与するものと考えられる。

応募者の自己判断であるが防災に関するスキルの向上が

みられ、様々な意義を実感していることからも、本コン

テストは社会の防災力向上に一定の貢献を果たしている

と考える。この事業は、応募者が自ら目標を設定し、行

動して地図化したものを審査員が評価するもので、研究

所としては応募を待っている受動的な側面が大きい。し

かし、今後は防災マップ作成のサポートを充実し、防災

情報を発信したり、防災を学びやすいツールを開発、提

供したりすることで、一人でも多くの児童や保護者にコ

ンテストへの参加を促し、防災や地域の安全への興味関

心を高める工夫に努めたい。

最後に、本稿ではマップコンテストの持続的な応募者

獲得と、小学生の防災マップ作成を通じた防災力向上へ

の寄与を目的とした出張授業の改良についても述べた。

今年度実施した神村小学校の児童の学習理解度や自ら発

見する力については、今後、3学期を通したマップ作成

や保護者および地域の人への発表の経緯を見ながら、ア

ンケート調査や児童が作成した資料を元に分析する予定

である。この結果やこれまでの出張授業の成果を踏まえ

て、今後より一層効果的に児童の防災力を向上させるこ

とができるよう、マップ作成と防災教育をセットにした

「安全安心マップ防災教育プログラム」の開発も含め、

出張授業の内容について改良を重ねていきたい。
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